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はじめに 

地方自治体において、資金の不正流用や物品の架空発

注等の不正経理による裏金づくりなどが横行する大きな原

因として、遵法意識の欠如や会計事務手続きの欠如 1が挙

げられる。この中で会計事務手続きの欠如に注目し、従来

の自治体公会計が単式簿記・現金主義による記録を行って

いたことが問題ではないかと考えた。 

単式簿記・現金主義は現金以外の資産や負債の状態を

把握することが困難であることや、取引の結果に対する原因

の記録が不十分だという欠点がある。では、なぜ自治体公

会計では単式簿記・現金主義が採用されていたのか、企業

会計と同様に複式簿記・発生主義を導入することによって、

より正確な財務情報を得ることができるのではないかと疑問

に思った。 

そして、自治体公会計に複式簿記・発生主義を導入する

公会計制度改革に興味を持ち、自治体公会計に複式簿記・

発生主義を導入することで得られる効果と今後の自治体公

会計の課題について考察することを本研究の目的とする。 

 

1.自治体公会計の問題 

まず、単式簿記・現金主義について簡単に説明する。現

金主義とは資産の一部である現金が増減する取引のみを記

録する方法である。また、単式簿記は家計簿のように 1つの

科目（主に現金）の変動を記録し、会計の知識がなくてもそ

の増減を把握できる。そのため、現金主義を採用する場合

は、単式簿記によって現金の収支のみを記録することがふ

さわしいとされている。 

地方自治体で現金主義が採用されてきたのは、租税が取

りも直さず現金であって、その徴収権限と支出権限を議会が

統治者に付与するために予算が作成されてきたからである2。

そのため、自治体にとって予算統制が非常に重要であり単

式簿記・現金主義が有効に機能してきた。また、単式簿記は

専門的な会計知識が必要なく理解可能性が高いという利点

がある。 

しかし、現金主義は測定の対象が現金に限られるため、

資産の一つである現金の変動しか測定できず、資産や負債

の全体を把握することができない。単式簿記は資産や負債

の記録と把握はできるが、単にそれらの増減を記録するだ

けで、増減の原因記録を欠いている。そのため、総合的な

財務状況の把握や内部管理への利用が困難である。また、

                                                  
1公会計研究日誌

http://koukaikei.cocolog-nifty.com/blog/2011/02/post-8175.html 
2稲沢克祐「自治体における公会計改革」平成21年9月p.20 

予算や決算が単年度の現金の出入りのみを記録していたこ

とによって、複数年のプロジェクトの全体収支が見えず、自

治体が保有する資産や負債、コストなどの開示といった住民

への説明責任も不十分であった。 

そういった状況の中、地方自治体の公会計に複式簿記・

発生主義を導入しようとする取り組みが進められている。 

 
2.複式簿記・発生主義導入の意義 

2.1複式簿記の特性 

複式簿記とは、取引に対して原因と結果を資産、負債、資

本等の勘定科目を用いて借方と貸方に同じ金額を記録し、

貸借平均の原理3に基づいて記録・計算・整理する方法であ

る。また、複式簿記の目的は主に財政状態の把握、経営管

理 、外部報告の3つである。 

第１の目的である財政状態の把握とは、企業の経営活動

を帳簿に記録し、資産や負債などの財政状態を明らかにす

ることである。ここでいう財政状態は、自治体では保有する

資産の状況と捉えられている。第2の目的である経営管理と

は、企業の経営成績を明らかにするということである。これは

自治体において行政サービスのコストを把握するということ

に当てはめて捉えられている。第3の目的である外部報告と

は、財務諸表を用いて株主や投資家など外部の関係者に、

企業の経営活動についての情報を提供することであり、自

治体では議会や住民に決算報告を行うということである。 

2.2複式簿記導入により期待される効果 

複式簿記の導入よって、次の効果が期待されている。 

（1） 事業評価において財務情報を利用した分析が可能 

行政投資において、費用の捻出のみではなくその後の維

持運営に関するコストの考慮や、有効な投資となるかを判断

し、建設後も予定のコストに対する実際のコストを比較分析

することが自治体を運営する上で望ましい。複式簿記・発生

主義を導入することにより、事業単位での財務諸表を作成し、

さまざまな角度から事業評価を行うための重要な財務情報

を提供できる。 

（2） 財務情報に関わる説明責任の向上 

複式簿記・発生主義では、個々の取引が財務諸表に有機

的に結びつき、最終的な財務情報はそれらの取引によって

立証できる。そのため、行政コストの内容、資産・負債の残

高内容についての説明が可能となる。 

 

                                                  
3借方に記入された金額の合計と、貸方に記入された金額の合計は常に一致

するという原則 
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2.3発生主義の特性 

発生主義とは現金のみではなく全ての経済資源に焦点を

当て、その増減と残高を把握するものである。その基準は客

観的な事業活動の内容によるため、網羅性や客観性が高く

説明責任の根幹を成している。事業に関わる活動が行われ

た場合、現金の増減に関わらず活動の内容をもって取引を

認識することにより、事業の実態を網羅的に把握することが

可能となる。 

また、発生主義では取引について常に相手との整合性が

求められる。この結果、取引記録の真実性が外的要因により

確保されるために取引に関する立証責任が明確となる。 

さらに、取引の認識が具体的な権利義務関係の実態に基

づくため、その認識や測定は客観的事象で裏付けられ、主

観性や誤謬が入り込む余地がない。しかし、残高の評価な

ど対外的に直接的な取引とならない取引については管理者

の主観が影響する場合もあり、一定の基準を設けて継続的

に適用することが必要となる。 

2.4発生主義導入により期待される効果 

発生主義の導入によって次の効果が期待されている。 

(1)個別の事業遂行に関してより正確な事業費の集計が可能 

発生主義による財務情報は網羅性や客観性が高いため

に信頼性も高い。そのため、個々の仕訳で生じた取引の内

容を、会計システムの中に補助コードや補助科目、部門な

どを設定することにより、それぞれの事業に関わる残高や費

用の集計が正確に行われることが期待される。 

(2)出納整理期間4に関わる事務処理の煩雑さの解消 

公会計の出納整理期間においては、旧年度分と新年度

の資金が並存し、それぞれの処理が求められ事務処理手続

きが煩雑である。発生主義を適用した場合、取引の発生と共

に未収金や未払金という経過勘定を利用して取引を認識す

るため、資金を区別する必要がなく事務手続きが簡素化で

きる。 

 
3.公会計制度改革と新地方公会計モデル 

3.1公会計制度改革の動向 

単式簿記・現金主義を特徴とする自治体の公会計制度に

対して、複式簿記・発生主義等の企業会計手法を導入しよう

とする取り組みが進められており、その取り組みは公会計制

度改革と呼ばれている。従来の公会計の課題に対し、資産

や負債、費用の管理、行政評価、予算編成、決算分析との

関係づけ、議会における予算や決算審議での利用といった

目的で自治体の公会計制度の改革が進められている。また、

財務情報の分かりやすい開示によって住民への説明責任

向上を目指している。 

総務省は公会計整備において、平成18年5月に地方自

                                                  
4前会計年度末までに確定した債権債務について、現金の未収未払の整理

を行うために設けられた期間 

治体が参考とすべき財務書類のモデルとして「基準モデル」

と「総務省方式改訂モデル」を提示した。平成19年10月に

は、2 つのモデルを活用した財務書類を作成する場合に必

要となる資産評価の要領や連結の原則、仕訳例等を公表す

るとともに、取り組みが進んでいる団体、都道府県、人口３万

人以上の都市は平成 20 年の決算までに、取り組みが進ん

でいない団体、町村、3万人未満の都市は平成22年度決算

までに、貸借対照表、行政コスト計算書 5、純資産変動計算

書、資金収支計算書からなる財務 4 表の整備又はこれら財

務4表作成に必要な情報を開示することを要請6している。 

平成 20 年 6 月には「地方公会計の整備促進に関するワ

ーキンググループ」を開き、中小規模の団体でも円滑に財

務書類の整備を進められるように、実務上の課題に対する

解決方策の検討や財務書類の作成のより詳細な手順などの

検討が行われた。 

また、「新地方公会計モデルにおける資産評価実務手引」

や「新地方公会計モデルにおける連結財務書類作成実務

手引」、「地方公共団体における財務書類の活用と公表につ

いて」などの各種手引書を順次とりまとめ公表しており、現在

総務省が公開している平成 21 年度決算に係る財務書類の

整備状況は表1のとおりである。 

表1 平成21年度決算に係る財務書類の整備状況 

出所：総務省｢地方公共団体の平成２１年度版財務書類の作成状況等｣平成

23年3月31日 

3.2基準モデルと総務省方式改訂モデル 

 総務省は、総務省方式に代わる新たな会計制度として、企

業会計手法を全面的に採用した基準モデルと、既存の決算

統計情報が活用可能な総務省方式改訂モデルの 2 つを提

案した。両者の特徴は以下のとおりである。 

3.2.1基準モデル 

基準モデルは複式簿記・発生主義の考え方に則り財務書

類を作成し、日々の取引データを複式簿記の仕訳に変換し

て財務書類を作成する。また、導入初年度より固定資産台

                                                  
5民間企業における損益計算書に相当するもの 
6東京都真公会計制度研究会｢新地方公会計の実務－東京都における財務

諸表の作成と活用｣平成20年6月p.57 

（単位：団体、%）

指定都市 指定都市を除く市区町村

作成済 46　（97.9%） 1,077　（62.8%） 16　（88.9%） 1,061　（62.5%） 594　（81.1%）

基準モデル 3　　（6.4%） 100　　（5.8%） 3　（16.7%） 97　　（5.7%） 70　　（9.6%）

総務省改訂モデル 40　（85.1%）  867　（50.5%） 13　（72.2%） 854　（50.3%） 515　（70.4%）

総務省モデル 1　　（2.1%） 100　　（5.8%） 0　　（　　-） 100　　（5.9%） 6　　（0.8%）

その他のモデル 2　　（4.3%） 10　　（0.6%） 0　　（　　-） 10　　（0.6%） 3　　（0.4%）

作成中 1　　（2.1%） 506　（29.5%） 2　（11.1%） 504　（29.7%） 134　（18.3%）

基準モデル 0　　（　　-） 51　　（3.0%） 0　　（　　-） 51    （3.0%） 14　　（1.9%）

総務省改訂モデル 1　　（2.1%） 　437　（25.5%） 2　（11.1%） 435　（25.6%） 119　（16.3%）

総務省モデル 0　　（　　-） 12　　（0.7%） 0　　（　　-） 12　　（0.7%） 0　　（　　-）

その他のモデル 0　　（　　-） 6　　（0.3%） 0　　（　　-） 6　　（0.4%） 1　　（0.1%）

47　（100%） 1,583　（92.2%） 18　（100%） 1,565　（92.2%） 728　（99.5%）

0     (     -) 133     (7.6%) 0     (     -) 133    （7.8%） 4    （0.5%）

47    (100%) 1,716    (100%) 18    (100%) 1,698 　（100%） 732   （100%）

着手済（作成済+作成中）

都道府県

未作成

計

市区町村
※指定都市・特
別区及び3万人
以上の市
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帳7の作成が求められる。 

基準モデルは総務省方式改訂モデルと比較して会計デ

ータの精度が高く、将来世代の負担も見ることが可能である。

また、導入初年度に作業が集中するため、2 年目以降の作

業量が大幅に減少する。そして、検証可能性 8が高いため、

各数値の内容を具体的に把握できる。複式簿記・発生主義

を全面的に採用することで、施設別や事業別のコスト計算、

予算編成のシミュレーションにも活用できる。一方、導入と同

時に固定資産台帳の整備が必要となるため、それによって

一時的に作業負荷が大きくなる。また、総務省方式からの変

化が多く、システム導入費用やコンサルティング費用などの

コストが高い。 

3.2.2総務省方式改訂モデル 

 総務省方式改訂モデルは、自治体で毎年作成している資

料である決算統計を組替えて作成する。担当者にとっては

馴染みが深いモデルであるが、複式簿記・発生主義には厳

密に対応していない。しかし、あくまで時限措置であり、最終

的には複式簿記・発生主義の形式へ移行することが必要と

なる。 

総務省方式改訂モデルは、従来の総務省方式と類似す

る部分が多いため、比較的スムーズにこのモデルに移行す

ることができる。また、固定資産台帳を段階的に整備するこ

とが可能なため、最初は作業負荷が少なくて済む。そのた

め、基準モデルと比較して作成が容易である。 

しかし、基準モデルと比較して精度や検証可能性が低く、

コスト計算や分析への活用が困難であり、各数値の説明が

難しい。また、固定資産台帳を段階的に整備することで、総

作業量が大幅に増加する。 

 以上のことから、基準モデルは精度が高いが、自治体にと

って馴染みがなく取り組みにくいという特徴があり、総務省

方式改訂モデルは精度が低いが、自治体にとって馴染み

があり取り組みやすいという特徴がある。また、財務諸表の

検証可能性や作成のスピードでは基準モデルのほうが優位

性を持っていると考えられている。 

 

4.東京都の取り組み 

東京都は他の自治体に先駆けて、平成 18 年度から複式

簿記・発生主義会計を導入することを決定し、「会計基準の

整備」と「財務会計システムの再構築」の 2 本柱について並

行して取り組んだ。そして、東京都の新たな会計基準は、基

準モデル、総務省方式改訂モデルと並び第三のモデルとさ

れている。 

4.1会計基準の整備と財務会計システムの再構築 

4.1.1「会計基準の整備」について 

平成 14 年 9 月に「東京都の会計制度改革に関する検討

                                                  
7固定資産を種類別に分類し、取得原価や日付、償却額等を記録する台帳 
8複数の者が同じ方法で測定すれば同じ結果が出るということ 

委員会」を設置し、新しい公会計制度の会計基準を検討した。 

それと共に、公認会計士及び実務を担当する職員による作

業部会を開き、行政の特質を考慮した会計制度のあり方を

検討した。 

そして、平成17年8月に会計処理などの基本的な考え方

から財務諸表の体系、各勘定科目の説明などの詳細な内容

を定め、行政の特質を考慮した「東京都会計基準」が公表さ

れた。 

4.1.2「財務会計システムの再構築」について 

 従来の公会計の機能に加え、複式簿記・発生主義に必要

な機能を備えたシステムの開発が進められることとなった。 

平成14年10月から新財務会計システムの基本構想に着

手し、開発業者との共同作業により再構築後の財務会計シ

ステムの基本的な考え方を整理した。平成17年4月からは

導入前の試験期間とし、開発業者による試験の他に東京都

側でも試験を実施した。そして、平成18年3月に新しい財務

会計システムを稼働させた。 

4.2職員の教育 

東京都では、会計基準の整備や財務会計システムの再

構築を進める一方で、新たな公会計制度を円滑に導入する

ために職員の教育にも力を入れた。主に、複式簿記の一般

的な知識の説明、各局に対するその局の組織や予算体系

に応じた新公会計制度と新財務会計システムの紹介、財務

会計システムの端末操作研修の3つが実施された。 

複式簿記の一般的な知識の説明については、各局所の

経理担当職員等を対象に東京都の新公会計制度と新財務

会計システムの説明会が開かれた。また、財務会計システ

ムの端末操作研修については、導入直前の4カ月に実務を

担当する組織の職員に対し、業務内容別に執行系（歳入・

歳出等）、物品管理、複式処理の 3 科目の操作研修を実際

の端末を使用して行った。 

4.3公会計と企業会計の違い 

東京都が新たに導入した複式簿記・発生主義会計は、基

本的に企業会計基準に準拠しているが、民間企業とは異な

る点もある。それは、行政には民間企業にはない特質があり、

民間企業の基準をそのまま適用しても有用な情報を得ること

が難しいからである。行政の特質としては以下の性質が挙

げられる。 

①民間企業は利益が目的であるが、自治体は住民福祉の

向上が目的である。 

②民間企業は経営判断により柔軟に資源を運用するが、自

治体は資源の使途を予算であらかじめ限定することが重

視される。 

③民間企業は経済活動と獲得される収益との間に直接的な

対価性があるが、自治体はその主たる収入である税と、個

別の行政活動との間に直接的な対価性がない。 

④民間企業の資産は売却が可能であるが、自治体は道路

や橋梁のように、売却が著しく困難な多くの資産を有す
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る。 

 

4.4東京都の新たな公会計基準 

東京都では財務諸表として、貸借対照表、行政コスト計算

書、キャッシュフロー計算書、正味財産変動計算書 9の作成

を決定した。それら財務諸表の勘定科目体系には東京都予

算性質別分類 10を採用し、行政の特質を考慮した勘定科目

として、収入を生み出さない資産である道路や橋梁等をイン

フラ資産として計上することとした。さらに、行政コスト計算書

では、減価償却費等の現金の変動が伴わないコストも費用

として計上し、より明確なコスト情報を把握する。また、基準

モデルと同様に、継続的に複式簿記・発生主義による記録

を行うことで財務書類を作成するため、企業会計に近い会

計基準となっている。 

 

5.まとめと今後の課題 

自治体公会計に複式簿記・発生主義を導入し、単に資産、

負債の増減を記録するのではなく、取引の原因と結果を関

連づけて漏れなく記録することによって、従来の仕組みで

は不透明だった資産・負債の増減の原因記録が明らかにな

る。その結果、不正経理や不正流用などを隠すことが難しく

なり、不正行為を行いにくい環境を作り出すことが期待され

る。また、自治体が行う取引の整合性や各取引の関連性が

見えるため、自治体財政の透明性が向上し、財務 4 表に分

かりやすい説明を加えた公表をすることで住民への説明責

任が向上すると考えられる。 

平成 21 年度決算において財務書類を作成済、作成中団

体の作成体制の状況は以下のとおりである。 

表2 財務書類の作成体制状況 

 

出所：総務省｢地方公共団体の平成２１年度版財務書類の作成状況等｣平成

23年3月31日 

表によると、職員のみで作成している自治体が 43 団体と

最も多い。また、表 1 では新地方公会計モデルとして、総務

省方式改訂モデルを採用している自治体が大半を占めて

いることが分かる。総務省方式改訂モデルでは段階的に複

                                                  
9貸借対照表の正味財産（純資産）の変動状況を表した財務書類 
10歳出を経済的性質によって人件費、扶助費、公債費、投資的経費などに分

類したもの 

式簿記・発生主義への移行が行われるため、担当職員の作

業負担が継続的に増加する団体が今後増えてゆくと予想さ

れる。また、財務書類を職員のみで作成している団体では、

新たな公会計制度をより有効に活用するために担当職員の

複式簿記・発生主義会計への理解が今後の課題となる。 

複式簿記・発生主義導入の先駆である東京都では、新た

な会計制度を導入するに当たり、開発業者の試験に加え職

員が実際にシステム動作等の検証を行った結果、300余りの

不具合や懸念事項を抽出し本稼働までにその解決を図った。

これから複式簿記・発生主義会計への移行を行う団体にお

いても、それらの抽出作業が必要になると考えられる。その

ため、システムに関して職員の周知に努めることが必要不可

欠である。また、新地方公会計制度は企業会計に近い仕組

みを持つため公認会計士や企業会計に精通する外部コン

サルタントの協力を得ることで、職員のみで作業を行うよりも

有効に自治体公会計を利用することが可能である。 

しかし、自治体公会計は複式簿記・発生主義を導入したと

しても、売却が困難な資産を多く保有することや利益の獲得

を主たる目的としないといった行政の特質を持つ点で企業

会計とは異なる。そのため、外部に協力を依頼する場合に

は、協力者の自治体公会計への理解を深めることも重要で

はないかと考える。そのため、実際に実務を担当している職

員と外部の協力者との意見交換によって相互理解を図ること

が望ましい。 
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